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 工事内容 本工事は、石狩川（下流）河川
整備計画に基づく北村遊水地整備のため、地
内に敷設する埋設パイプラインに圧送する揚
水機場建設を行うものである。
 基礎工
１）鋼管杭（鋼管ソイルセメント杭 φ
800、Ｌ＝200～370ｍ）Ｎ＝20本
２）鋼管杭（プレボーリング杭 φ800、
Ｌ＝380ｍ Ｎ＝９本

 吸込水槽工、吐出し管工、吐出し水槽工、
調整池工
１）コンクリート Ｖ≒1700
２）鉄筋（ＳＤ345、Ｄ13～Ｄ25）Ｗ≒280
ｔ
３）鋼製異形管（φ350～φ1500）一式
 地盤改良工
１）地盤改良（機械式攪拌 φ1400）Ｎ
＝546本

 仮設工
１）仮設道路工 一式
２）仮導水路工 一式

 工期 契約締結日の翌日から令和10年３月
17日まで。
 使用する主要な資機材
１）鋼管杭（鋼管ソイルセメント杭 φ800、
ＳＫＫ490～ＳＫＫ400、リブ付き、Ｌ＝
200～370ｍ）Ｎ＝20本
２）鋼管杭（プレボーリング杭 φ800、Ｓ
ＫＫ490～ＳＫＫ400、Ｌ＝380ｍ）Ｎ＝９
本
３）コンクリート Ｖ≒1700
４）鉄筋（ＳＤ345、Ｄ13～Ｄ25）Ｗ≒280ｔ
 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下
「申請書」という。）及び競争参加資格確認資
料（以下「資料」という。）の提出並びに入札
等を電子入札システムにより行う。ただし、
電子入札システムによりがたいものは、発注
者の承諾を得て紙入札方式に代えることがで
きる。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、紙契約方式に代えるものとす
る。

 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、入札時に施工方法等の提案を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する入札時ＶＥ方式（総
合評価落札方式）の適用工事のうち、品質確
保のための体制その他の施工体制の確保状況
を確認し、施工内容を確実に実現できるかど
うかについて審査し、評価を行う施工体制確
認型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。また、本工事は、契約締
結後に施工方法等の提案を受け付ける契約後
ＶＥ方式の試行工事である。ただし、入札時
ＶＥ方式（総合評価落札方式）に係るものを
除く。
 本工事は、いわゆるダンピング受注に係る
公共工事の品質確保及び下請業者へのしわ寄
せの排除等の観点から、調査基準価格を下
回った価格をもって契約する場合、重点的に
監督・検査等の強化を行う試行工事である。
 本工事において、中間前金払に代わり、既
済部分払を選択した場合には、短い間隔で出
来高に応じた部分払や設計変更協議を実施す
る「出来高部分払方式」を採用する。
 総価契約単価合意方式の適用
ア 本工事は、「総価契約単価合意方式」の対
象工事である。本工事では、契約変更等に
おける協議の円滑化に資するため、契約締
結後に、受発注者間の協議により総価契約
の内訳としての単価等について合意するも
のとする。
イ 本方式の実施方式としては、
 単価個別合意方式（工事数量総括表の
細別の単価（一式の場合は金額。にお
いて同じ。）のそれぞれを算出した上で、
当該単価について合意する方式）
 包括的単価個別合意方式（工事数量総
括表の細別の単価に請負代金比率を乗じ
て得た各金額について合意する方式）が
あり、受注者が選択するものとする。

ただし、受注者が単価個別合意方式を
選択した場合において、アの協議の開始
の日から14日以内に協議が整わないとき
は、包括的単価個別合意方式を適用する
ものとする。

ウ 受注者は、「包括的単価個別合意方式」を
選択したときは、契約締結後14日以内に、
契約担当課が契約締結後に送付する「包括
的単価個別合意方式希望書」に、必要事項
を記載の上、当該契約担当課に提出するも
のとする。
エ その他本方式の実施手続は、「総価契約単
価合意方式実施要領」及び「総価契約単価
合意方式実施要領の解説」によるものとす
る。

 本工事は、週休２日による施工の対象工事
である。受注者は契約後、週休２日による施
工を行わなければならない。
 本工事は、ワーク・ライフ・バランス等推
進企業を評価する対象工事である。
 本工事は、「情報化施工技術の活用ガイドラ
イン」（農林水産省農村振興局設計課）に基づ
き、情報通信技術（ＩＣＴ）の活用により生
産性及び施工品質の向上を図るため、起工測
量、設計図書の照査、施工、出来形管理、出
来形管理資料の作成等において、情報化施工
技術を活用する工事である。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
の補正の対象工事（主たる工種が屋外作業）
である。
 本工事は、受注者の発案による施工手順の
工夫等の創意工夫による生産性向上の取組を
推進する「生産性向上チャレンジ」の試行対
象工事である。
 本工事は、建設キャリアアップシステム義
務化モデル工事の試行対象工事である。試行
内容の詳細は、特記仕様書によることとする。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。
 本工事は、受注者の発案によるカーボン
ニュートラルに資する取組を推進する「北海
道インフラゼロカーボン」の試行対象工事で
ある。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件をすべて満たしている者又は
当該者を構成員とする特定建設工事共同企業
体。
なお、特定建設工事共同企業体については、
北海道開発局長が別に公示する申請方法に基づ
き、特定建設工事共同企業体の資格審査を申請
すること。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 北海道開発局における工事区分「一般土木」
に係る令和７・８年度一般競争参加資格の申
請を行い受理されていること。
ただし、開札の時において、上記の一般競
争参加資格の決定を受けていなければならな
い（会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされている
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、北海道
開発局長が別に定める手続に基づく一般競争
参加資格の再決定を受けていること。）。
 北海道開発局における工事区分「一般土木」
に係る令和７・８年度一般競争参加資格の決
定の際に算定される経営事項評価点数が、
1150点以上であること（上記の再決定を
受けた者にあっては、当該再決定の際に、経
営事項評価点数が1150点以上であること。）。
ただし、特定建設工事共同企業体の代表者以
外の構成員については、経営事項評価点数が、
1100点以上であること（上記の再決定を
受けた者にあっては、当該再決定の際に、経
営事項評価点数が1100点以上であること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再決定を受けた者を除く。）でないこと。
 平成21年度以降、申請書及び資料の提出期
限までに完成し、引渡しが済んでいる次のア
の要件を満たす工事を元請として施工した実
績を有すること（共同企業体の構成員として
の実績は、出資比率が20％以上の場合のもの
に限る。）。
ただし、特定建設工事共同企業体の代表者
以外の構成員については、平成21年度以降、
申請書及び資料の提出期限日までに完成し、
引渡しが済んでいる次のイの要件を満たす工
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